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目 的 

1.  本会計基準は、財務諸表における包括利益及びその他の包括利益の表示について定め

ることを目的とする。当期純利益を構成する項目及びその他の包括利益を構成する項目

に関する認識及び測定については、他の会計基準の定めに従う。 

2.  財務諸表の表示に関して、本会計基準が既存の他の会計基準と異なる取扱いを定めて

いるものについては、本会計基準の定めが優先する。 

 

会計基準 

範 囲 
3.  本会計基準は、個別財務諸表及び連結財務諸表（いずれも四半期財務諸表を含む。）

における包括利益及びその他の包括利益の表示に適用する。 

 

用語の定義 
4.  「包括利益」とは、ある企業の特定期間の財務諸表において認識された純資産の変動

額のうち、当該企業の純資産に対する持分所有者との直接的な取引によらない部分をい

う。当該企業の純資産に対する持分所有者には、当該企業の株主のほか当該企業の発行

する新株予約権の所有者が含まれ、連結財務諸表においては、当該企業の子会社の少数

株主も含まれる。 

5.  「その他の包括利益」とは、包括利益のうち当期純利益及び少数株主損益に含まれな

い部分をいう。その他の包括利益は、個別財務諸表においては包括利益と当期純利益と

の間の差額であり、連結財務諸表においては包括利益と少数株主損益調整前当期純利益

との間の差額である。連結財務諸表におけるその他の包括利益には、親会社株主に係る

部分と少数株主に係る部分が含まれる。 

 
包括利益の計算 
6.  包括利益の計算は、次による。 

(1） 個別財務諸表においては、当期純利益にその他の包括利益の内訳項目を加減し

て包括利益を計算する。 

(2)  連結財務諸表においては、少数株主損益調整前当期純利益にその他の包括利益

の内訳項目を加減して包括利益を計算する。 

 

その他の包括利益の内訳の開示 
7.  その他の包括利益の内訳項目は、その内容に基づいて、その他有価証券評価差額金、

繰延ヘッジ損益、為替換算調整勘定等に区分して表示する。持分法を適用する被投資会
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社のその他の包括利益に対する投資会社の持分相当額は、一括して区分表示する。 

8.  その他の包括利益の内訳項目は、税効果を控除した後の金額で表示する。ただし、各

内訳項目を税効果を控除する前の金額で表示して、それらに関連する税効果の金額を一

括して加減する方法で記載することができる。いずれの場合も、その他の包括利益の各

内訳項目別の税効果の金額を注記する。 

9.  当期純利益を構成する項目のうち、当期又は過去の期間にその他の包括利益に含まれ

ていた部分については、包括利益での二重計算を避けるため、その他の包括利益の調整

（組替調整）が行われるが、当該組替調整額は、その他の包括利益の内訳項目ごとに注

記する。この注記は、前項による注記と併せて記載することができる。 

10.  前 2 項の注記は、個別財務諸表（連結財務諸表を作成する場合に限る。）及び四半期

財務諸表においては、省略することができる。 

 

包括利益を表示する計算書 

11.  包括利益を表示する計算書は、次のいずれかの形式による。連結財務諸表においては、

包括利益のうち親会社株主に係る金額及び少数株主に係る金額を付記する。 

(1) 当期純利益を計算する損益計算書と、第 6項に従って包括利益を計算する包括利

益計算書とで表示する形式（2計算書方式） 

(2) 当期純利益の計算と第 6 項に従った包括利益の計算を１つの計算書（「損益及び

包括利益計算書」）で表示する形式（1計算書方式） 

 
適用時期等 
12.  本会計基準は、平成 22 年 4 月 1 日以後開始する事業年度の年度末に係る財務諸表か

ら適用する。ただし、当該事業年度の期首から適用することができる。また、平成 22

年 6 月 30 日以後に終了する事業年度の年度末に係る財務諸表から適用することができ

る。 

13.  本会計基準の適用初年度においては、その直前の年度における包括利益及びその他の

包括利益の内訳項目の金額を注記する。また、四半期財務諸表に本会計基準を最初に適

用する年度においては、前年度の対応する四半期会計期間及び期首からの累計期間につ

いて、これらの金額を注記する。 

 

XBRL 対応な

どの関係で、

早期適用の要

否や開始時期

について検討

の必要がある

との指摘があ

った。 
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結論の背景 

経 緯 

14.  これまで我が国の会計基準では、包括利益の表示を定めていなかった。国際的な会計

基準において「その他の包括利益」とされている項目の貸借対照表残高は、純資産の部

の中の株主資本以外の項目として、「評価・換算差額等」に表示され（企業会計基準第 5

号「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」第 8 項）、それらの当期変動額

は株主資本等変動計算書に表示される（企業会計基準第 6号「株主資本等変動計算書に

関する会計基準」第 8項）が、その当期変動額と当期純利益との合計額を表示する定め

はなかった。 

15.  国際財務報告基準（IFRS）及び米国会計基準においては、包括利益の表示の定めが平

成 9年（1997年）に設けられており、それ以後、包括利益の表示が行われている。その

後、国際会計基準審議会（IASB）で業績報告に関するプロジェクトが開始され、現在は

米国財務会計基準審議会（FASB）との共同による財務諸表表示プロジェクトとして進め

られている。このプロジェクトにおける IASBと FASBの予備的見解が、平成 20年（2008

年）10 月に、ディスカッション・ペーパー「財務諸表の表示に関する予備的見解」とし

て公表されている。 

16.  当委員会では、このような国際的な会計基準の動きに対応するため、平成 20 年 4 月

に財務諸表表示専門委員会を設置して検討を進めてきた。平成 21年 7月に公表した「財

務諸表の表示に関する論点の整理」（以下「論点整理」という。）の中で、財務諸表の表

示に関する現行の国際的な会計基準との差異について、短期的に対応する項目と中長期

的に対応する項目とに区分し、包括利益の表示については、当期純利益の表示の維持を

前提とした上で、我が国においても導入を短期的に検討するという方向性を示し、各界

からの意見を求めた。論点整理に対するコメントの大部分は、この方向性を支持するも

のであった。これを受けて、当委員会では、財務諸表表示専門委員会において、論点整

理に対して寄せられたコメントを分析した上で検討を重ね、本公開草案の公表に至った。 

 

目 的 

17.  包括利益を表示する目的は、期中に認識された取引及び経済的事象（資本取引を除

く。）により生じた純資産の変動を報告することである。包括利益の表示によって提供

される情報は、投資家等の利害関係者が企業全体の事業活動について検討するのに役立

つことが期待されるとともに、貸借対照表との連携（純資産と包括利益とのクリーン・

サープラス関係 1

                                                   
1 ある期間における資本の増減（資本取引による増減を除く。）が当該期間の利益と等しくなる

関係をいう。 

）を明示することを通じて、財務諸表の理解可能性と比較可能性を高

め、また、国際的な会計基準とのコンバージェンスにも資するものと考えられる。 
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18.  包括利益の表示の導入は、包括利益を企業活動に関する最も重要な指標として位置づ

けることを意味するものではなく、当期純利益に関する情報と併せて利用することによ

り、企業活動の成果についての情報の全体的な有用性を高めることを目的とするもので

ある。本会計基準は、当期純利益の計算方法を変更するものではない。 

 

範 囲 

19.  包括利益の表示の目的は、個別財務諸表にも当てはまるものであるため、本会計基準

は個別財務諸表と連結財務諸表の両方に適用するものとしている。 

 

用語の定義 

20.  当委員会の討議資料「財務会計の概念フレームワーク」では、「包括利益とは、特定

期間における純資産の変動額のうち、報告主体の所有者である株主、子会社の少数株主、

及び将来それらになり得るオプションの所有者との直接的な取引によらない部分をい

う。」と定義している。当委員会では、これを参考に本会計基準における包括利益の定

義を検討した。IFRS では、「所有者の立場としての所有者との取引による資本の変動以

外の取引又は事象による一期間における資本の変動」と定義しているが、いずれも資本

取引以外による純資産の変動として包括利益を定義するものであり、基本的には同様と

考えられる。 

21.  本会計基準においては、包括利益を構成する純資産の変動額は、あくまで財務諸表に

おいて認識されたものに限られることを明確にするため、「特定期間の財務諸表におい

て認識された純資産の変動額」とした。また、企業の純資産に対する持分所有者には、

当該企業の株主、新株予約権の所有者、子会社の少数株主を含むものとした。 

22.  「企業の純資産に対する持分所有者との直接的な取引によらない部分」とは、前述の

とおり、資本取引に該当しない部分を意味するが、本会計基準の適用にあたっては、資

本取引と損益取引のいずれにも解釈し得る取引については、具体的な会計処理を定めた

会計基準に基づいて判断することとなる。例えば、新株予約権の失効による戻入益（企

業会計基準第 8 号「ストック･オプション等に関する会計基準」第 9 項及び企業会計基

準第 10 号「金融商品に関する会計基準」第 38 項(2)）や、支配が継続している場合の

子会社に対する親会社持分の変動によって生じた差額（企業会計基準第 22 号「連結財

務諸表に関する会計基準」第 28項から第 30項）については、現行の会計基準を斟酌す

れば、持分所有者との直接的な取引によらない部分とされているものと解することとな

る。なお、今後の基準設定において会計処理の見直しが行われた場合には、それに基づ

いて判断することとなる。 

 

包括利益の計算 

23.  包括利益の計算は、当期純利益からの調整計算の形で示すこととしている。定義に従
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った計算過程とは異なるが、このような表示の方が有用と考えられ、国際的な会計基準

においても同様の方式が採られている。 

24.  連結財務諸表における包括利益の計算の表示方法としては、次の２つの方法が考えら

れ、これらを比較検討した。 

(1) 当期純利益に親会社株主に係るその他の包括利益を加減して親会社株主に係る

包括利益を計算し、これに少数株主に係る包括利益を加減する方法 

(2) 少数株主損益調整前当期純利益に、その他の包括利益（親会社株主に係る部分と

少数株主に係る部分の合計）を加減する方法 

25.  前項の(1)の表示方法は、当期純利益の計算との連携がより明確であることや、連結

株主資本等変動計算書や連結貸借対照表の数値との関連づけがしやすいといった利点

が考えられる。一方、(2)の表示方法は、包括利益の計算構造が明瞭であることや、そ

の他の包括利益の内訳の表示について国際的な会計基準とのコンバージェンスが容易

であるといった利点が考えられる。 

両者を比較検討した結果、包括利益の表示を導入する目的（第 17 項参照）との関連

性からは、(2)の利点の方がより重要と考えられることから、(2)の表示方法を採用する

こととした。(1)の表示方法は、その他の包括利益の各内訳項目を親会社株主に係る部

分と少数株主に係る部分とに区分するため、(2)の表示方法よりも情報量は多くなるが、

その内訳に関する情報は、連結株主資本等変動計算書から入手可能でもあるため、包括

利益の計算において表示する必要性は低いと判断した。 

 

その他の包括利益の内訳の開示 

26.  IFRSでは、その他の包括利益の内訳項目の分析を容易にする観点から、その他の包括

利益に関連する税効果及び当期又は過去の期間にその他の包括利益に含められた項目

の当期純利益への組替調整額の開示を求めている。本会計基準では、コンバージェンス

の観点から同様の開示を求めることとした。ただし、注記によることとし、開示の簡素

化及び迅速化の観点を考慮して、個別財務諸表（連結財務諸表を作成している場合に限

る。）及び四半期財務諸表（四半期連結財務諸表又は四半期個別財務諸表）においては

当該注記を省略することができることとした。 

27.  持分法の適用における被投資会社のその他の包括利益に対する投資会社の持分相当

額については、IFRSでは一括して区分表示することを求めていることから、それと同様

の表示方法によることとした。当該持分相当額は、被投資会社において税効果を控除し

た後の金額であるが、被投資会社の税金は連結財務諸表には表示されないため、第 8項

による税効果の金額の注記の対象には含まれないことに留意する。なお、貸借対照表上

の累計額については、従来の取扱いに従い、その他有価証券評価差額金、繰延ヘッジ損

益、為替換算調整勘定等の各内訳項目に含めて表示することとなる。 
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包括利益を表示する計算書 

28.  包括利益の表示の形式としては、①当期純利益を構成する項目とその他の包括利益を

構成する項目を単一の計算書に表示する方法（1 計算書方式）と、②当期純利益を構成

する項目を表示する第 1の計算書（従来の損益計算書と同じ）と、その他の包括利益の

内訳を表示する第 2の計算書とに分けて表示する方法（2計算書方式）が考えられる。 

29.  現行のIFRS及び米国会計基準では、1計算書方式と 2計算書方式をともに認めている。

米国会計基準では、このほかに「株主持分変動計算書」に表示する方法も認められてい

る。IFRS では、平成 19年（2007年）の IAS第 1号の改訂の際に、1計算書方式への一

本化が検討されたが、当期純利益と包括利益とを明確に区別する 2計算書方式を選好す

る関係者が多かったことから、両者の選択を認めることとしている。 

30.  IASBと FASBが平成 20年（2008年）10月に共同で公表したディスカッション・ペー

パー（第 15項参照）では、1計算書方式に一本化する提案が示されている。また、両審

議会は、金融商品会計基準の見直しに合わせて、1 計算書方式への一本化を財務諸表表

示のプロジェクトの他の項目と切り離し、先行して行う方向である。 

31.  論点整理に対するコメントでは、当期純利益を重視する観点から、1 計算書方式では

包括利益が強調されすぎる可能性がある等の理由で、当期純利益と包括利益が明確に区

分される 2計算書方式を支持する意見が多く見られた。一方、当委員会での審議の中で

は、一覧性、明瞭性、理解可能性等の点で利点があるとして 1計算書方式を支持する意

見も示された。 

32.  検討の結果、本会計基準では、コメントの中で支持の多かった2計算書方式とともに、

1 計算書方式の選択も認めることとしている。これは、前述のような 1計算書方式の利

点に加え、以下の点を考慮したものである。 

(1) 現行の国際的な会計基準では両方式とも認められていること 

(2) 第 30 項に述べた IASB と FASB との検討の方向性を踏まえると、短期的な対応と

しても 1 計算書方式を利用可能とすることがコンバージェンスに資すると考えられ

ること 

(3) 1 計算書方式でも 2 計算書方式でも、包括利益の内訳として表示される内容は同

様であるため、選択制にしても比較可能性を著しく損なうものではないと考えられ

ること 

 

適用時期等 

33.  本会計基準で求めている情報は、現行の財務諸表からも集計することが可能と考えら

れる。このため、コンバージェンスの加速化を重視する観点から、準備期間は本会計基

準の公表後 1年程度で十分と考えられるとともに、適用開始時期を 1年経過後の期首か

らとするよりも年度末からとする方が適切と判断した。さらに、同様の観点から、対応

が可能な企業がより早期に適用することも妨げないこととした。 
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本会計基準の公表による他の会計基準等についての修正 

34.  次の企業会計基準及び企業会計基準適用指針については、本会計基準及びその他の

会計基準等の公表に伴う改正を別途行うことが予定されている。 

・企業会計基準第 7号「事業分離等に関する会計基準」 

・企業会計基準適用指針第 10号「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関す

る適用指針」 

本会計基準により、当委員会が公表した企業会計基準、企業会計基準適用指針及び

実務対応報告については、(1)から(6)の修正を行う（下線は追加部分、取消線は削除

部分を示す。）。 

(1) 企業会計基準第 5号「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」 

① 第 7項 

株主資本以外の各項目は、次の区分とする。 

(1)  個別貸借対照表上、その他の包括利益累計額評価・換算差額等（第 8 項参

照）及び新株予約権に区分する。 

(2)  連結貸借対照表上、その他の包括利益累計額評価・換算差額等（第 8 項参

照）、新株予約権及び少数株主持分に区分する。 

なお、連結貸借対照表において、連結子会社の個別貸借対照表上、純資産の部

に直接計上されているその他の包括利益累計額評価・換算差額等は、持分比率に

基づき親会社持分割合と少数株主持分割合とに按分し、親会社持分割合は当該区

分において記載し、少数株主持分割合は少数株主持分に含めて記載する。 

② 第 8項 

その他の包括利益累計額評価・換算差額等には、その他有価証券評価差額金や

繰延ヘッジ損益のように、資産又は負債は時価をもって貸借対照表価額としてい

るが当該資産又は負債に係る評価差額を当期の損益としていない場合の当該評価

差額や、為替換算調整勘定等が含まれる。当該その他の包括利益累計額評価・換

算差額等は、その他有価証券評価差額金、繰延ヘッジ損益等その内容を示す科目

をもって表示する。 

なお、当該その他の包括利益累計額評価・換算差額等については、これらに係

る繰延税金資産又は繰延税金負債の額を控除した金額を記載することとなる。 

③ 第 31項 

本会計基準の検討においては、第 4 項及び第 7 項のように純資産を株主資本と

株主資本以外の各項目に並列的に区分するのではなく、株主資本をより強調する

ように、純資産を株主資本とその他純資産に大きく区分し、その他純資産をさら

にその他の包括利益累計額評価・換算差額等、新株予約権及び少数株主持分に区
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分するという考え方も示された。しかし、株主資本以外の各項目をその他純資産

として一括りにする意義は薄いと考え、本会計基準では採用していない。 

また、純資産の部の区分においては、財務分析における重要な指標である ROE

（株主資本利益率又は自己資本利益率）の計算上、従来から、資本の部の合計額

を分母として用いることが多く、また、この分母を株主資本と呼ぶことも多いた

め、株主資本、その他の包括利益累計額評価・換算差額等及び新株予約権を括っ

た小計を示すべきではないかという指摘がある。しかしながら、ROE のみならず、

自己資本比率や他の財務指標については、本来、利用目的に応じて用いられるべ

きものと考えられ、本会計基準の適用によっても、従来と同じ情報は示されてお

り、これまでと同様の方法による ROE などの財務指標の算定が困難になるわけで

はないと考えられる。このため、本会計基準では、企業の財政状態及び経営成績

を示す上で、株主資本、その他の包括利益累計額評価・換算差額等及び新株予約

権を一括りとして意味をもたせることが必ずしも適当ではないと考え、これらを

括ることとはしていない。 

④ 第 32項 

また、連結貸借対照表上、少数株主持分には、これまでと同様に連結子会社に

おけるその他の包括利益累計額評価・換算差額等の少数株主持分割合が含められ

る（第 7項(2)なお書き参照）。さらに、少数株主持分を純資産の部に記載するこ

ととしても、連結財務諸表の作成については、従来どおり、親会社の株主に帰属

するもののみを連結貸借対照表における株主資本に反映させる親会社説の考え方

によることに留意する必要がある。 

⑤ 第 33項 

本会計基準では、その他の包括利益累計額評価・換算差額等は、払込資本では

なく、かつ、未だ当期純利益に含められていないことから、株主資本とは区別し、

株主資本以外の項目としている（第 7項及び第 8項参照）。 

なお、その他有価証券評価差額金や繰延ヘッジ損益、為替換算調整勘定などは、

国際的な会計基準において、「その他包括利益累積額」として区分されている。

本会計基準の検討においては、国際的な調和を図る観点などから、このような表

記を用いてはどうかという考え方も示されたが、包括利益が開示されていない中

で「その他包括利益累積額」という表記は適当ではないため、本会計基準では、

その主な内容を示すよう「評価・換算差額等」として表記することとした。 

また、平成 17年会計基準の公開草案に対するコメントの中には、その他の包括

利益累計額評価・換算差額等の各項目は株主資本に含める方が妥当ではないかと

いう意見があった。これは、その他有価証券評価差額金や為替換算調整勘定など

が、従来の会計基準において資本の部に直接計上されていたことなどの理由によ

るものと考えられる。しかしながら、一般的に、資本取引を除く資本の変動と利
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益が一致するという関係は、会計情報の信頼性を高め、企業評価に役立つものと

考えられている。本会計基準では、当期純利益が資本取引を除く株主資本の変動

をもたらすという関係を重視し、その他の包括利益累計額評価・換算差額等を株

主資本とは区別することとした。 

 

(2) 企業会計基準第 10号「金融商品に関する会計基準」 

① 第 18項 

売買目的有価証券、満期保有目的の債券、子会社株式及び関連会社株式以外の

有価証券（以下「その他有価証券」という。）は、時価をもって貸借対照表価額

とし、評価差額は洗い替え方式に基づき、次のいずれかの方法により処理する。 

(1) 評価差額の合計額をその他の包括利益とし、純資産の部のその他の包括利益

累計額に計上する。 

(2) 時価が取得原価を上回る銘柄に係る評価差額はその他の包括利益とし、純資

産の部のその他の包括利益累計額に計上し、時価が取得原価を下回る銘柄に係

る評価差額は当期の損失として処理する。 

なお、その他の包括利益及び純資産の部のその他の包括利益累計額に計上され

るその他有価証券の評価差額については、税効果会計を適用しなければならない。 

② 第 32項 

ヘッジ会計は、原則として、時価評価されているヘッジ手段に係る損益又は評

価差額をその他の包括利益とし、ヘッジ対象に係る損益が認識されるまで純資産

の部のその他の包括利益累計額において繰り延べる方法による。 

ただし、ヘッジ対象である資産又は負債に係る相場変動等を損益に反映させる

ことにより、その損益とヘッジ手段に係る損益とを同一の会計期間に認識するこ

ともできる。 

なお、その他の包括利益及び純資産の部のその他の包括利益累計額に計上され

るヘッジ手段に係る損益又は評価差額については、税効果会計を適用しなければ

ならない。 

 

(3) 企業会計基準第 14号「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その２）」 

第 15項 

前項の引当計上の議論に関連しては、退職給付に係る債務に限らず、そもそも

将来の負担となる支出の可能性が高い事象がある場合には負債を計上すべきとい

う意見もある。しかしながら、仮にそのような事象について貸借対照表上、支払

予定額や決済価額（又はその現在価値）を反映させるように負債計上するとして

も、当該負債計上の相手勘定として資産や純資産（評価・換算差額等その他の包

括利益累計額）が計上されることも考えられ、その全額が当期の費用又は損失と
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して計上されるとは限らない。このような論点は、今日の企業会計上、広く議論

されており、今後、我が国においても国際的な議論の動向に留意しつつ検討をし

ていくことが考えられる。 

 

(4) 企業会計基準適用指針第 8号「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」 

① 第 2項 

本適用指針を適用する範囲は、純資産会計基準における範囲と同様とする。ま

た、本適用指針では、次の項目についても取り扱っている。 

(1)  「税効果会計に係る会計基準」（以下「税効果会計基準」という。）の適用

指針の一部として、その他の包括利益累計額評価・換算差額等に関する税効果

会計の適用 

② 第 3項 

純資産の部の表示は、次の例による。 

（個別貸借対照表） （連結貸借対照表） 

  

 Ⅱその他の包括利益累計額評価・換

算差額等 

  1その他有価証券評価差額金 

 Ⅱその他の包括利益累計額評価・換算

差額等 

  1その他有価証券評価差額金 

  2繰延ヘッジ損益   2繰延ヘッジ損益 

  3土地再評価差額金   3土地再評価差額金 

   4為替換算調整勘定 

 

その他の包括利益累計額評価・換算差

額等合計 

 

その他の包括利益累計額評価・換算差額

等合計 

 

③ 第 4項 

純資産の部に直接計上されるその他の包括利益累計額評価・換算差額等につい

ては、これらに係る繰延税金資産又は繰延税金負債の額を控除して計上すること

となる（純資産会計基準第 8 項なお書き参照）。税効果会計の具体的な適用につ

いては次による。 

(1)   法人税等について税率の変更があったこと等により、その他の包括利益累計

額評価・換算差額に係る繰延税金資産又は繰延税金負債の金額を修正した場合

には、修正差額を当該その他の包括利益評価・換算差額等に加減して処理する

（この点については、税効果会計基準 注解（注 7）を参照のこと）。 

(2)   繰延税金資産の回収可能性を見直した結果、その他の包括利益累計額評価・

換算差額等に係る繰延税金資産又は繰延税金負債の金額を修正した場合には、

修正差額を当該その他の包括利益評価・換算差額等に加減して処理する（この

点については、日本公認会計士協会 会計制度委員会報告第 10号「個別財務諸
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表における税効果会計に関する実務指針」（以下「税効果実務指針」という。）

第 23項ただし書きを参照のこと）。 

④ 第 5項 

(2)   子会社の個別貸借対照表上の純資産の部におけるその他の包括利益累計額

評価・換算差額等［設例 1］ 

⑤ 第 7項 

(1)   親会社による株式の取得時における株主資本及びその他の包括利益累計額

評価・換算差額等に属する項目、並びに子会社の資産及び負債の評価差額につ

いては、株式取得時の為替相場による円換算額を付する。具体的には、全面時

価評価法により、支配獲得時の為替相場により換算する。 

(2)   親会社による株式の取得後に生じた株主資本に属する項目については、当該

項目の発生時の為替相場による円換算額を付する。 

  また、親会社による株式の取得後に生じたその他の包括利益累計額評価・換

算差額等に属する項目については、決算時の為替相場による円換算額を付する。 

⑥ 第 12項 

従来から資本の部に計上されている土地再評価差額金は、継続的に評価替えさ

れず、また、売却等を行った際に損益計算書を経由せず当期未処分利益に繰り入

れられている。これは、その他有価証券評価差額金などの会計処理とは異なるが、

時限立法である土地の再評価に関する法律に基づく臨時的かつ例外的な会計処理

であり、土地再評価差額金は、土地の再評価により生じ、税効果を調整した評価

差額であることから、純資産の部において、その他の包括利益累計額評価・換算

差額等に表示する。 

⑦ 第 13項 

純資産会計基準では、貸借対照表の純資産の部の表示を定めることを目的とし

ており、表記上、これまでの資本の部を純資産の部に代え、新株予約権や少数株

主持分を当該純資産の部に記載することとした。また、純資産の部においては、

その他の包括利益累計額評価・換算差額等を区分し、これには繰延ヘッジ損益も

含まれることとされた。しかし、表示を除く会計処理については、既存の会計基

準と異なる定めはしていない（純資産会計基準第 1項及び第 26項参照）。 

(3)   その他の包括利益累計額評価・換算差額等－繰延ヘッジ損益 

⑧ 第 14項 

その他の包括利益累計額評価・換算差額等については、これらに係る繰延税金

資産又は繰延税金負債を控除して計上することとなるため、本適用指針では、具

体的な税効果会計の適用について整理している（第 4項参照）。 

⑨ 第 16項 
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純資産の部に直接計上されるその他の包括利益累計額評価・換算差額等につい

ては、課税所得の計算に含まれていない場合、税効果会計基準 第二 二 3 ただし

書きに準じて、これらに係る繰延税金資産又は繰延税金負債の額を控除して計上

することとなる（第 4項参照）。 

⑩ 第 20項 

連結会計基準第 18項において、連結貸借対照表は、親会社及び子会社の個別貸

借対照表における資産、負債及び資本の金額を基礎とし、子会社の資産及び負債

の評価、親会社及び連結される子会社相互間の投資と資本及び債権と債務の相殺

消去等の処理を行って作成するとされている。純資産会計基準では、貸借対照表

の表記上、これまでの資本の部を純資産の部に代え、新株予約権や少数株主持分、

繰延ヘッジ損益を当該純資産の部に記載することとしたが、表示を除く会計処理

については、従来とは異なる定めはしていない。このため、本適用指針でも、資

本連結において相殺消去の対象となる子会社の資本は、従来どおり、子会社の貸

借対照表上の純資産の部における株主資本及びその他の包括利益累計額評価・換

算差額等を基礎とし、子会社の資産及び負債の評価差額を加減した額となるもの

としている（第 5項参照）。 

⑪ 第 22項 

子会社の貸借対照表上、純資産の部に直接計上されているその他の包括利益累

計額評価・換算差額等は、従来どおり、資本連結において子会社の資本に含まれ

（第 5項(2)参照）、親会社の投資との相殺消去及び少数株主持分への振替によっ

て消去されることとなる。したがって、連結子会社におけるその他の包括利益累

計額評価・換算差額等は、従来どおり、原則として、持分比率により親会社持分

額と少数株主持分額とに按分される。 

なお、子会社における当該その他の包括利益累計額評価・換算差額等は、純資

産会計基準において、報告主体の所有者に帰属するものではなく株主資本には含

めないこととしていることから、子会社の所有者である親会社及び少数株主によ

る投資に対応しないのではないかという見方がある。しかし、純資産会計基準で

は、表示を除く会計処理については、従来とは異なる定めはせず、連結貸借対照

表上、連結子会社におけるその他の包括利益累計額評価・換算差額等の少数株主

持分割合は少数株主持分に含めるものとしている（純資産会計基準第 7 項なお書

き参照）ため、本適用指針では、これまでと同様に、資本連結においては子会社

の資本に該当するものとしている。 

⑫ 第 24項 

持分法の適用に際しては、被投資会社の財務諸表について、原則として、連結

子会社の場合と同様の処理を行うものとする（持分法会計基準第 8 項）とされて

いる。このため、被投資会社の資本は、第 5 項に準じ、被投資会社の貸借対照表
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上の純資産の部における株主資本及びその他の包括利益累計額評価・換算差額等

を基礎とし、被投資会社の資産及び負債の評価差額を加減した額（ただし、それ

ぞれ税効果会計適用後）となる（第 6項参照）。 

⑬ 第 26項 

在外子会社の財務諸表の換算について、外貨基準では、資産及び負債は決算時

の為替相場により円換算し、親会社による株式の取得時における資本に属する項

目は株式取得時の為替相場により円換算するものとしている。ここでいう資本に

属する項目とは、連結財務諸表の作成にあたり資本連結等の対象となる項目と考

えられる。このため、親会社による株式の取得時における資本に属する項目は、

これまでと実質的に同じ範囲となるように、在外子会社の貸借対照表上の純資産

の部における株主資本及びその他の包括利益累計額評価・換算差額等に属する項

目、並びに在外子会社の資産及び負債の評価差額とすることが適当と考えられる

（第 7項(1)参照）。 

⑭ 第 27項 

また、外貨基準では、親会社による株式の取得後に生じた資本に属する項目は

発生時の為替相場により円換算するものとしている。ここでいう親会社による株

式の取得後に生じた資本に属する項目は、これまでと実質的に同じ範囲となるよ

うに、在外子会社の貸借対照表上の純資産の部における株主資本及びその他の包

括利益累計額評価・換算差額等に属する項目とすることが適当と考えられる（第 7

項(2)参照）。 

この際、例えば、その他有価証券評価差額金のようなその他の包括利益累計額

評価・換算差額等に属する項目については、基本的に決算時において洗い替えら

れるため、本適用指針では、外貨基準にいう当該項目の発生時の為替相場は、決

算時の為替相場が該当するものと考え、その旨を示すこととした（第 7項(2)また

書き参照）。 

 

(5) 実務対応報告第 26号「債券の保有目的区分の変更に関する当面の取扱い」 

① 第 7項 

この保有目的区分の変更に関しては、追加情報として、次の注記を行うことが

適当である（（4）及び（5）については、該当する有価証券の期末残高がある場

合には、保有目的区分を変更した事業年度のみならず、その後の事業年度におい

ても注記する。）。 
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(1)  保有目的区分を変更した有価証券の概要（当該有価証券の内容や振替時の時

価など） 

(2)  保有目的区分を変更した日と理由（その前提となった稀な場合と判断するに

至った概況を含む。） 

(3)  保有目的区分を変更した有価証券に関して計上された当期の時価評価損益

の額 

(4)  保有目的区分を変更した有価証券の期末の貸借対照表計上額 

(5)  保有目的区分を変更した有価証券が引き続き売買目的有価証券であったも

のとしたときの当期の損益及びその他の包括利益累計額評価・換算差額等への

影響額 

② 第 11項 

この保有目的区分の変更に関しては、追加情報として、次の注記を行うことが

適当である（（4）及び（5）については、該当する有価証券の期末残高がある場

合には、保有目的区分を変更した事業年度のみならず、その後の事業年度におい

ても注記する。）。 

(1)  保有目的区分を変更した有価証券の概要（当該有価証券の内容や振替時の時

価など） 

(2)  保有目的区分を変更した日と理由（その前提となった稀な場合と判断するに

至った概況を含む。） 

(3)  保有目的区分を変更した有価証券に関して計上された当期の時価評価損益

の額 

(4)  保有目的区分を変更した有価証券の期末の時価と貸借対照表計上額 

(5)   保有目的区分を変更した有価証券が引き続き売買目的有価証券であったも

のとしたときの当期の損益及びその他の包括利益累計額評価・換算差額等への

影響額 

 

(6) 企業会計基準適用指針第 4 号「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指

針」 

① 第 59項 

純資産会計基準により純資産の部の評価・換算差額等に区分さに含まれること

となったその他有価証券評価差額金や為替換算調整勘定などの項目は、これまで

１株当たり純資産額の算定上、株主資本の項目とともに普通株式に係る期末の純

資産額に含めていたことから、改正適用指針でも、従来と同様に、普通株式に係

る期末の純資産額に含めることとした。 

また、純資産会計基準において、これまで資産又は負債とされてきた繰延ヘッ

ジ損益は評価・換算差額等に区分さ純資産の部に含まれることとされている。繰
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延ヘッジ損益には、ヘッジ対象の相場変動を相殺するものも含まれるが、その性

格等にかかわらず、改正適用指針では１株当たり純資産額の算定上、評価・換算

差額等の項目として、普通株式に係る期末の純資産額に含めることとした。 

② 第 60項 

普通株式よりも配当請求権又は残余財産分配請求権が優先的な株式に係る金額

は、当該株式の払込金額（第 35 項(3)参照）及び優先配当額（第 35 項(4)参照）

以外に、本来、留保利益や評価・換算差額等その他の包括利益累計額の一部も該

当する。しかしながら、通常、留保利益や評価･換算差額等その他の包括利益累計

額のうち優先的な株式に係る金額を算定することは困難であるため、定められた

方法により優先的な株式に係る金額を算定することができない限り、留保利益や

評価･換算差額等その他の包括利益累計額の一部を期末の純資産額から控除する

必要はないと考えられる。 
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参考（設例等） 
   以下の設例等は、本会計基準で示された内容についての理解を深めるために参考とし

て示されたものであり、前提条件の記載内容は、経済環境や各企業の実情等に応じて異な

ることに留意する必要がある。（以下、設例等の単位は百万円とする。） 
 
［設例 1］親会社及び子会社がその他有価証券の一部を売却した場合 

1. 前提条件  

(1) P社は X0年 3月 31日に S1 社株式の 70%を取得し、S1社を連結子会社とした。 

(2)  P社及び S1 社の法定実効税率は 40%である。 

(3) P社は X1年 3月期において保有しているその他有価証券の一部を売却し、投資有価

証券売却益 100百万円を計上している。なお、P社が保有するその他有価証券残高の

増減明細及び評価損益の増減は次のとおりである。 

  X0/3/31 売却による振替 当期発生額 X1/3/31 

取得原価 11,000 △1,000 － 10,000 

時価 12,500 △1,100 600 12,000 

評価損益 1,500 △100 600 2,000 

税効果額 600 △40 240 800 

税効果調整後評価損益 900 △60 360 1,200 

 

(4) S1 社は X1 年 3月期において保有しているその他有価証券の一部を売却し、投資有

価証券売却益 50 百万円を計上している。なお、P社が S1 社を子会社としたとき（X0

年 3月 31日）の時価と簿価は一致しており、S1社が保有するその他有価証券残高の

増減明細及び評価損益の増減は次のとおりである。 

 X0/3/31 売却による振替 当期発生額 X1/3/31 

取得原価 5,000 △500 － 4,500 

時価 5,000 △550 △200 4,250 

評価損益 0 △50 △200 △250 

税効果額 0 △20 △80 △100 

税効果調整後評価損益 0 △30 △120 △150 

うち親会社持分(70%) 0 △21 △84 △105 

 

(5) なお、(3)における X1/3/31の税効果調整後評価損益 1,200と(4)における X1/3/31

の税効果調整後評価損益の親会社持分(70%)△105の合計 1,095が、X1/3/31の連結貸

借対照表のその他の包括利益累計額となる。また、(3)と(4)の売却による振替及び当
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期発生額の税効果調整後評価損益の合計 150(=△60+360+△30+△120)が、連結包括利

益計算書上、その他の包括利益（その他有価証券評価差額金）となる。 

 

(6)  P 社の貸借対照表（連結及び個別）、損益計算書（連結及び個別）、連結株主資本等

変動計算書、株主資本以外の項目の当期変動額の内訳の抜粋は次のとおりである。な

お、繰延ヘッジ損益は P社において当期発生したもののみである。 

  連結  個別 

① 貸借対照表（抜粋）  X0/3/31  X1/3/31  X0/3/31  X1/3/31 

Ⅰ株主資本         

1 資本金  11,000  11,000  11,000  11,000 

2 利益剰余金  5,000  6,560  5,000  6,100 

Ⅱその他の包括利益累計額         

1 その他有価証券評価差額金  900  1,095  900  1,200 

2 繰延ヘッジ損益    60    60 

Ⅲ少数株主持分  1,980  2,235     

     

  連結  個別 

② 損益計算書（抜粋）  X0/4/1から X1/3/31  X0/4/1から X1/3/31 

売上高  40,000  32,000 

-----------     

税金等調整前当期純利益  4,560  3,600 

法人税等  1,700  1,500 

少数株主損益調整前当期純利益  2,860  － 

 少数株主利益  300  － 

当期純利益  2,560  2,100 

 
③ 連結株主資本等変動計算書（抜粋） 
 株主資本 その他の包括利益累計額 少数株 

主持分 資本金 利益剰余金 その他有価証 

券評価差額金 

繰延ヘッ 

ジ損益 

当期首残高 11,000 5,000 900 - 1,980 

 剰余金の配当  △1,000    

 当期純利益  2,560    

  株主資本以外の項目

の当期変動額（純額） 

  195 

（*1） 

60 255 

当期末残高 11,000 6,560 1,095 60 2,235 
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(*1）親会社株主に帰属する部分（④参照） 

 

④ 株主資本以外の項目の当期変動額の内訳（繰延ヘッジ損益は省略） 

 売却振替 当期発生 少数株 

主利益 

合計 

（P社） （S1社） （P社） （S1社）  

その他有価証券評価差額金 △60 △21 360 △84  195 

少数株主持分  △9  △36 300 255 

 

2. 包括利益計算書（連結及び個別）の作成 

   ここでは、2計算書方式により包括利益計算書（連結及び個別）を作成する場合の例を示

している。なお、その他の包括利益の内訳項目は税効果調整後の金額で表示する場合の例

である。 

 

包括利益計算書（連結及び個別）を作成する場合の例 

連結（X0/4/1からX1/3/31）   個別（X0/4/1からX1/3/31）  

少数株主損益調整前当期純利益 2,860   当期純利益 2，100  

     

その他の包括利益：  

 その他有価証券評価差額金 150  

 その他の包括利益：  

 その他有価証券評価差額金 300  

 繰延ヘッジ損益 60    繰延ヘッジ損益 60  

その他の包括利益合計 210   その他の包括利益合計 360  

包括利益 3,070   包括利益 2,460  

 

（内訳） 

親会社株主に係る包括利益 2,815  

 

 

(*2) 

 

 

 少数株主に係る包括利益 255     

 

(*2)当期純利益 2,560 と連結株主資本等変動計算書のその他有価証券評価差額金及び繰

延ヘッジ損益の当期変動額 255(=195+60)との合計 

 

財務会計基準機構のWebサイトに掲載した情報は、著作権法及び国際著作権条約をはじめ、その他の無体財産権に関する 
法律並びに条約によって保護されています。許可なく複写・転載等を行うことはこれらの法律により禁じられています。



審議事項（３）－２ 
                              

- 20 - 

 

3. その他の包括利益の内訳の注記例（連結） 

 ここでは、組替調整額と税効果を別個に開示する場合の例を示している。 

 

(1) 組替調整額の開示（連結） 

   

その他有価証券評価差額金：    

 当期発生額 400 （*3）  

 組替調整額 △150 （*4） 250 

繰延ヘッジ損益：    

 当期発生額 100  100 

税効果調整前合計   350 

税効果額   △140 

その他の包括利益合計   210 

 

（*3）400=600+△200 

（*4）△150=△100+△50 

 

(2) 税効果の開示（連結） 

  

 税効果 

調整前 

税効果 

額 

税効果 

調整後 

その他有価証券評価差額金 250 △100 150 

繰延ヘッジ損益 100 △40 60 

その他の包括利益合計 350 △140 210 

財務会計基準機構のWebサイトに掲載した情報は、著作権法及び国際著作権条約をはじめ、その他の無体財産権に関する 
法律並びに条約によって保護されています。許可なく複写・転載等を行うことはこれらの法律により禁じられています。



審議事項（３）－２ 
                              

- 21 - 

 

［設例 2］連結上、持分法適用関連会社に対して投資を有している場合 

1. 前提条件  

(1)［設例 1］の前提条件に加えて、P 社は S2 社株式の 20％を保有しており、S2 社を関

連会社として持分法を適用していたとする。持分法適用後、S2 社は、その他有価証券

を取得しており、その他有価証券評価差額金（税効果調整後）として X0 年 3 月 31 日

に 800 百万円、X1 年 3 月 31 日に 1,100 百万円が計上されており、X1 年 3 月期の期中

に売却取引はなかった。 

(2) P社の連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書の抜粋は次の

とおりである。 

 

① 連結貸借対照表（抜粋）  X0/3/31  X1/3/31 

Ⅰ株主資本     

1 資本金  11,000  11,000 

2 利益剰余金  5,000  6,560 

Ⅱその他の包括利益累計額     

1  その他有価証券評価差額金  1,060 (*1) 1,315 (*2) 

2 繰延ヘッジ損益    60 

Ⅲ少数株主持分  1,980  2,235 

 

(*1)S2 社株式について持分法を適用しているため、[設例 1]の 900と持分法により

計上された 160(=800×20%)との合計になる。 

(*2) (*1)と同様に、[設例 1]の 1,095と持分法により計上された 220(=1,100×20%)

との合計になる。このため、その他の包括利益は、[設例 1]と比べて 60(=220-160)

増加することになり、持分法適用会社に対する持分相当額として連結損益及び包

括利益計算書に区分表示されることになる。  

   

② 連結損益計算書（抜粋）  X0/4/1から X1/3/31 

売上高  40,000 

-----------   

税金等調整前当期純利益  4,560 

法人税等  1,700 

少数株主損益調整前当期純利益  2,860 

 少数株主利益  300 

当期純利益  2,560 
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③ 連結株主資本等変動計算書（抜粋） 
 株主資本 その他の包括利益累計額 少数株主 

持分 資本金 利益剰余金 その他有価証 

券評価差額金 

繰延ヘッ 

ジ損益 

当期首残高 11,000 5,000 1,060 - 1,980 

 剰余金の配当  △1,000    

 当期純利益  2,560    

  株主資本以外の項目

の当期変動額（純額） 

  255 

（*3） 

60 255 

当期末残高 11,000 6,560 1,315 60 2,235 

（*3）255=195（設例 1参照）+60（持分法適用会社に係る部分） 

 

2. 連結損益及び包括利益計算書の作成 

 ここでは、1計算書方式により連結損益及び包括利益計算書を作成する場合の例を示して

いる。なお、その他の包括利益の内訳項目は持分法適用会社に対する持分相当額を除き、

税効果を控除する前の金額で表示する場合の例である。 

 

連結損益及び包括利益計算書を作成する場合の例 

売上高 40,000   

-----------   

税金等調整前当期純利益 4,560   

法人税等 1,700   

少数株主損益調整前当期純利益 2,860   

 少数株主利益（控除） 300   

当期純利益 2,560   

   

少数株主利益（加算） 300   

少数株主損益調整前当期純利益 2,860   

その他の包括利益：   

 その他有価証券評価差額金 250   

 繰延ヘッジ損益 100   

 持分法適用会社に対する持分相当額 60   

 その他の包括利益に係る税効果額 △140   

その他の包括利益合計 270   

包括利益 3,130   
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（内訳） 

 親会社株主に係る包括利益 2,875 (*3) 

 少数株主に係る包括利益 255  

   

(*3)当期純利益 2,560 と連結株主資本等変動計算書のその他有価証券評価差額金及び繰

延ヘッジ損益の当期変動額 315(=255+60)との合計 

 

3. その他の包括利益の内訳の注記例（連結） 

 ここでは、組替調整額と税効果を併せて開示する場合の例を示している。 

 

その他有価証券評価差額金： 

  

 当期発生額 400  

 組替調整額 △150  

  税効果調整前 250  

  税効果額 △100  

  その他有価証券評価差額金 150  

繰延ヘッジ損益：   

 当期発生額 100  

  税効果額 △40  

  繰延ヘッジ損益 60  

持分法適用会社に対する持分相当額：   

 当期発生額 60  

その他の包括利益合計 270  
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包括利益の表示例 
 

(1) 個別財務諸表 

【2計算書方式】           【1計算書方式】 

＜損益計算書＞        ＜損益及び包括利益計算書＞ 

売上高 8,000  売上高 8,000  

-----------  -----------  

当期純利益 1,000  当期純利益 1,000  

    

＜包括利益計算書＞  その他の包括利益：  

当期純利益 1,000   その他有価証券評価差額金 150  

その他の包括利益：   繰延ヘッジ損益 50  

 その他有価証券評価差額金 150      その他の包括利益合計  200  

 繰延ヘッジ損益 50  包括利益 1,200  

    その他の包括利益合計  200    

包括利益 1,200    
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(2) 連結財務諸表 

【2計算書方式】           【1計算書方式】 

＜連結損益計算書＞    ＜連結損益及び包括利益計算書＞ 

売上高 10,000  売上高 10,000  

-----------  -----------  

税金等調整前当期純利益 2,200  税金等調整前当期純利益 2,200  

法人税等 900  法人税等 900  

少数株主損益調整前当期純利益 1,300  少数株主損益調整前当期純利益 1,300  

 少数株主利益 300   少数株主利益（控除） 300  

当期純利益 1,000  当期純利益 1,000  

    

＜連結包括利益計算書＞  少数株主利益（加算） 300  

少数株主損益調整前当期純利益 1,300  少数株主損益調整前当期純利益 1,300  

その他の包括利益：  その他の包括利益：  

 その他有価証券評価差額金 530   その他有価証券評価差額金 530  

 繰延ヘッジ損益 300   繰延ヘッジ損益 300  

 為替換算調整勘定 △180   為替換算調整勘定 △180  

 持分法適用による持分相当額 50   持分法適用による持分相当額 50  

    その他の包括利益合計  700      その他の包括利益合計  700  

包括利益 2,000  包括利益 2,000  

    

（内訳） 
 

（内訳） 
 

親会社株主に係る包括利益 1,600  親会社株主に係る包括利益 1,600  

少数株主に係る包括利益 400  少数株主に係る包括利益 400  

 

                                     以 上 
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